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１．第20号様式に記載する各項目と入力画面の対応 ポイント

第20号様式に記載する各項目(第20号様式の枠囲み部分)は、以下の画面で入力します。

～

項目 入力画面

提出年月日 メニュー707＞｢提出年月日｣

法人番号 メニュー101＞[基本情報の登録]＞[法人名・所在地等]タブ

提出先、整理番号、事務所、区分、管理番号、申告区分 メニュー502＞[20号：税額計算基礎]ＲＰ＞[申告計算基礎]タブ

所在地 メニュー501＞[国内事務所等の住所情報]ＲＰ

この申告の基礎 メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[(修正申

告)この申告の基礎]タブ

事業種目、代表者、経理責任者 メニュー201・402＞[申告書(届出書)鑑部]ＲＰ

期末現在の資本金の額又は出資金の額 メニュー201＞[連結個別資本金等の額]ＲＰ(期首)

期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合算額 メニュー403＞[連結個別資本金等の額]ＲＰ(期中の増減)

期末現在の資本金等の額 メニュー501＞[無償増減資等による資本金等の額の調整]ＲＰ

決算確定の日 メニュー402＞[法人税額の計算基礎]ＲＰ＞[個別帰属届出1/2

(各法人)]タブ

法人税の申告書の種類 ●メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[申告期

翌期の中間申告の要否 限延長情報等]タブ

法人税の申告期限の延長の処分の有無 ●メニュー501＞[還付金融機関等]ＲＰ＞[第20号様式(還付金

融機関名)]タブ、[第20号様式(中間申告要否等)]タブ

法人税の期末現在の資本金等の額又は連結個別資本金等の額 別表5の2(1)付表1の「差引合計額④」

還付を受けようとする金融機関及び支払方法 メニュー501＞[還付金融機関等]ＲＰ＞[第20号様式(還付金融

機関名)]タブ

解散の日 メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[(解散・

残余財産の最後の分配又は引渡しの日 清算)解散の日等]タブ

申告書の欄外項目 メニュー502＞[20号：税額計算基礎]ＲＰ＞[政令指定都市の均

等割・欄外項目]タブ
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２．第6号様式に記載する各項目と入力画面の対応 ポイント

第6号様式に記載する各項目(第6号様式の枠囲み部分)は、以下の画面で入力します。

～

項目 入力画面

提出年月日 メニュー707＞[提出年月日]

法人番号 メニュー101＞[基本情報の登録]＞[法人名・所在地等]タブ

提出先、整理番号、事務所、区分、管理番号、申告区分 メニュー502＞[6号：税額計算基礎]ＲＰ＞[申告計算基礎]タブ

所在地 メニュー501＞[国内事務所等の住所情報]ＲＰ

この申告の基礎 メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[(修正申

告)この申告の基礎]タブ

事業種目、代表者、経理責任者 メニュー201・402＞[申告書(届出書)鑑部]ＲＰ

期末現在の資本金の額又は出資金の額 メニュー201＞[連結個別資本金等の額]ＲＰ(期首)

期末現在の資本金の額及び資本準備金の額の合算額 メニュー403＞[連結個別資本金等の額]ＲＰ(期中の増減)

期末現在の資本金等の額 メニュー501＞[無償増減資等による資本金等の額の調整]ＲＰ

決算確定の日 メニュー402＞[法人税額の計算基礎]ＲＰ＞[個別帰属届出1/2

(各法人)]タブ

申告期限の延長の処分(承認)の有無 ●メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[申告期

法人税の申告書の種類 限延長情報等]タブ

翌期の中間申告の要否 ●メニュー501＞[還付金融機関等]ＲＰ＞[第6号様式(還付金融

国外関連者の有無 機関名)]タブ、[第6号様式(中間申告要否等)]タブ

還付を受けようとする金融機関及び支払方法 メニュー501＞[還付金融機関等]ＲＰ＞[第6号様式(還付金融機関名)]タブ

法人税の期末現在の資本金等の額又は連結個別資本金等の額 別表5の2(1)付表1の「差引合計額④」

解散の日、残余財産の最後の分配又は引渡しの日、 メニュー501＞[地方税計算のための基本情報]ＲＰ＞[(解散・

解散日現在の資本金の額又は出資金の額 清算)解散の日等]タブ

申告書の欄外項目 メニュー502＞[6号：税額計算基礎]ＲＰ＞[還付金融機関等・

欄外項目]タブ
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